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1 ．背　　景
2018年 4 月から，小中学校同様に高等学校においても
通級による特別な指導が制度化されることとなった。文
部科学省初等中等教育局特別支援教育課長の丸山（2016
年11月 p.1）によると，「通常の学級に在籍しながら，
大半の授業を通常の学級で受けつつ，障害による学習上
又は生活上の困難を改善・克服するために受ける『通級
による指導』が小・中学校に加えて高等学校においても，
行うことができる」ようになる。それに向けて，2016年
3 月 1 日に「高等学校における特別支援教育の推進に関
する調査研究協力者会議（第 6 回）」が開かれた。その
背景には，小中学校における通級による特別な指導を受
ける児童生徒の増加がある。そもそも学校教育法におい
ては1947年の成立時より，第八十一条において高等学校
にも特別支援学級（当時の特殊学級）を置くことができ
るとされている。大阪府立高等学校のように2006年より，
知的障害をもつ生徒が公立高校で学ぶ「知的障がい生徒
自立支援コース」を設け，高等学校の普通科における特
別支援学級の設置に踏み出している例もあるが，全国的
に特別支援学級を設置している高等学校は少ない。
ここで義務教育段階における特別支援学級の現状に視
点をうつしたい。文部科学省初等中等教育局特別支援教
育課（2015）の調査によると，公立小中学校で通級に
よる指導を受けている児童生徒数は過去 3 年間で15. 9％
（2013年度77,882名，2014年度83,750名，2015年度90,270
名）増加している（図 1 ）。なお，その内訳は昨年度に
比べ各障害種で増加しており，言語障害で962名増，自
閉症で849名増，情緒障害で1,228名増，学習障害（LD）
で1,182名増，注意欠陥多動性障害（ADHD）で2,396名
増となっている。さらに，障害種別により，自校通級と
他校通級の児童生徒の割合は異なっており，学習障害
（LD）及び注意欠陥多動性障害（ADHD）の児童生徒で
は他の障害種と異なり，自校通級の方が多くなってい
る。また，過去 3 年間で特別支援学級の設置学校数は約
11. 3％（2013年度3,620校，2014年度3,809校，2015年度
4,028校）増加しており（図 2 ），2015年度は公立小･中
学校の13. 2％の学校で通級による指導が行われているこ
ととなる（2014年度12. 4％）。特に中学校において通級
による指導を受けている生徒は年々増加し，調査を開始
した1993年度は296名であったのが2015年度は9,502名と
32倍になっている。
他方，国公私立中学校における特別支援学級卒業者の
状況（表 1 ）に注目すると，過去 4 年間それぞれ特別支
援学級卒業者のうち 3 分の 1 程度が特別支援学校高等部
ではない高等学校等へ進学していることがわかる。高等
学校等進学者数のうちの割合をみてみると，表 2 のよう
に「高等学校及び中等教育学校後期課程の本科及び別
科，高等専門学校」へ進学している者の割合が年々増
加している一方で，「特別支援学校高等部の本科及び別
科」へ進学している者の割合が年々減少している。ま
た，特別支援学校の在籍者数は増加している。1993年は
盲学校，聾学校，養護学校合わせて88,041人であったが，
2015年度の特別支援学校在籍者数は137,894人と増加し
ている。なお，幼少中高等学校の在籍者数は減少してい
る（1993年度は合計20,536,600人であったが，2015年度
は14,762,187人と50万人程度減少している）。
以上より，高等学校の通常学級において，特別な支援
が必要とされる生徒は増加してきており，高等学校にお
ける「通級による指導」の開始を目指すに至った背景の
一つと考えられる。
2 ．文部科学省の「告知・通達」に見られる行政の
動き
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は田部（2011）が最も新しく，全体の流れを網羅してい
る。また，高等学校の特別支援教育の研究動向について
の研究は小木曽・都築（2016）が新しい。本論では文部
科学省による告示・通達に加えこれらを参考に，高等学
校における「通級による指導」が制度化に向けて動き出
した経過を振り返り，考察したい。
表 3 ～ 6 は，文部科学省の「告知・通達」について，
田部の報告を参考に高等学校・特別支援教育の双方に関
連するものを古い年代順に並べ，筆者の観点から「○○
期」と 4 つに分類したものである。なお，文部科学省
の「告知・通達」ではあるが，厚生労働省など，近接機
関の動きについて取り上げられたものも挙げ，機関名を
「機関」の欄に明記した。
⑴　第 1期　特殊教育期（2002～2005年）
第 1 期は現在の特別支援教育が特殊教育と呼ばれてい
た時期であるため，「特殊教育期」とする。文部科学省
の告知，通達のうち高等学校・特別支援教育の双方に関
連のある最も古いデータは2002年のものであった。表 3
に見られるように，2002年の段階で，「特殊教育諸学校
の高等部で使用する教科用図書について」は，「高等学
校用の文部科学省著作教科書用図書」を採択することと
され，当時の特殊学校諸学校の高等部における教科指導
は，高等学校の教科指導を取り入れる形で進められてい
た。
2005年 4 月には厚生労働省の「発達障害者支援法」が
施行され，高等学校における発達障害児が障害の状態に
応じ，適切な教育的支援，支援体制の整備その他必要な
措置を講じるものとされた。同じく2005年 4 月，文部科
学省でも「小学校等」のみでなく，「幼稚園及び高等学
校についても」通常の学級に在籍するLD等を含む障害
のある児童生徒に対する「支援体制の整備を推進する」
ための取組を進めることとされた。
⑵　第 2期　特別支援教育推進期（2005～2007年）
第 2 期は第 1 期にみられる「特殊教育」の名称が「特
別支援教育」に改訂され，ますます特別支援教育が推進
されるようになった時期といえよう。よって，「特別支
援教育推進期」とする。表 4 に見られるように，2005
（平成17）年12月に答申「特別支援教育を推進するため
の制度の在り方について」が出され，「後期中等教育に
おける特別支援教育の推進に係る諸課題について，早急
表 1　国公私立　特別支援学級卒業者の状況
計
高等学校等進学者
専修学校
（高等課程）
進学者
専修学校
（一般課程）
等入学者
公共職業能
力開発施設
等入学者
就職者
左記以外の
者，不詳・
死亡の者計
高等学校及
び中等教育
学校後期課
程の本科及
び別科，高
等専門学校
特別支援学
校高等部
の本科及び
別科
2013年 3 月 15, 993 14, 990 4, 565 10, 425 276 49 66 119 493
2014年 3 月 17, 342 16, 318 5, 320 10, 998 261 30 64 145 524
2015年 3 月 18, 227 17, 153 5, 968 11, 185 291 60 75 169 479
2016年 3 月 19, 135 18, 028 6, 842 11, 186 317 57 42 180 511
（文部科学省「学校基本調査」より筆者作成）
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図1　小中学校で通級による指導を受けている児童生徒数 図 2　特別支援学級を設置している学校数
表 2　高等学校等進学者の割合
高等学校及び中等
教育学校後期課程
の本科及び別科，
高等専門学校
特別支援学校高等
部の本科及び別科
2013年 3 月 28. 5％ 65. 2％
2014年 3 月 30. 7％ 63. 4％
2015年 3 月 32. 7％ 61. 4％
2016年 3 月 35. 8％ 58. 5％
（文部科学省「学校基本調査」より筆者作成）
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な統計が必要である」と，初めて高等学校の特別支援教
育に焦点が当てられた。そして2005年には研究開発学校
（パイロット校）が指定され，専門家を活用したソーシャ
ルスキル指導，授業方法・教育課程の工夫，就労支援等
の実践的研究の実施が打ち出された。
今後試行されるモデル校の前身である研究開発学校
（パイロット校）の運営と平行し，2006年には学校教育
法が一部改正され，障害者への教育の在り方について
改訂された。学校教育法第71条では「視覚障害者，聴覚
障害者，知的障害者，肢体不自由者又は病弱者（身体虚
弱者を含む。）に対して，幼稚園，小学校，中学校又は
高等学校に準ずる教育を施すととともに，障害による学
習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必要な
知識技能を設けること」と規定された。ここでも障害者
に対する高等学校教育について触れられている。さらに，
「盲学校，聾学校及び養護学校を特別支援学校」，「特殊
学級」は「特別支援学級」と改名された。「特別支援教育」
の改名に伴って改訂された内容は以下のとおりである。
小中高等学校等の通常の学級に在籍するLD・ADHD
の児童生徒を通級による指導の対象とすること等によ
り，障害のある児童生徒に対する教育の充実を図るこ
ととし，付帯状況として「小学校，中学校，高等学校，
中等教育学校及び特別支援学校においては，障害のあ
る児童生徒一人一人のニーズを踏まえた教育の実現に
必要な教員の確保，バリアフリー化の促進などの適切
な学校の施設設備等，教育諸条件の継続的な向上に努
めること。
以上を踏まえ，2007年 3 月には幼稚園，小学校，中学
校，高等学校におけるLD，ADHD，高機能自閉症等の
ある児童生徒への指導体制の整備状況についての調査結
果が報告された。その結果，小中学校に比べ高等学校で
は体制が遅れていること，地域差が指摘された。
特別支援学校は専門的な知識や技能を生かし，地域の
幼稚園，小学校，中学校，高等学校の要請に応じて地域
のセンター的役割を務め地域差を埋めることが期待された。
⑶　第 3期　高等学校における特別支援教育推進期
（2007～2009年）
第 3 期は，第 2 期までの動きを受け，高等学校におけ
る特別支援教育が本格的に推進されるようになる。第 2
期において2005年に始まった研究開発学校（パイロット
校）だが，2007年度には2008年度までのモデル校として
14校が指定された。
表 5 に見られるように，2008年 1 月には「後期中等教
育段階において，障害のある生徒に対する適切な教育や
必要な支援を行うことは重要な課題であることから，高
等学校等における障害の状況に応じた指導の充実方策に
ついて，更に検討する」と具体的な答申が出された。なお，
その 2 か月後には特別支援教育の体制状況調査結果が報
告されたが，第 2 期に指摘された地域差について再度指
摘されている。これらの結果を受け，「高等学校における
発達障害支援モデル事業」は継続されつつ，2008年度に
は新たに11校がモデル校に指定されている。さらに，国
立特別支援総合研究所は2008年度から 2 年間，高等学校
における特別支援教育を重点推進研究とし，実態把握や
学び直しの導入について記述した。
表 3　特殊教育期
第 1 期 特殊教育期
年 報告や調査の名称 機関 具体的な文言
2002年 5 月
特殊教育就学奨励費負担金等に係
る事務処理資料について
文部科学省
「特殊教育諸学校の高等部で使用する教科用図書について
は，現在のところ，文部科学省著作教科用図書及び文部科
学大臣検定教科用図書が発行されていないので」，「採択に
当たっては，教科用図書の内容，教育課程との結びつき等
について十分調査，検討し，高等学校用の文部科学省著作
教科用図書，文部科学大臣検定教科用図書等の適切な教科
用図書を採択すること」と記載した
2005年 4 月 「発達障害者支援法」施行 厚生労働省
「国，都道府県及び市町村が，発達障害児（18歳以上の発達
障害者であって高等学校，中等教育学校，盲学校，聾（ろう）
学校及び養護学校に在学する者を含む。）がその障害の状態
に応じ，十分な教育を受けられるようにするため，適切な
教育的支援，支援体制の整備その他の必要な措置を講じる
ものとすること」と記載した
2005年 4 月
「発達障害のある児童生徒等への支
援について」（通知）
文部科学省
「文部科学省としては，平成19年度までを目途に，全ての小
学校等の通常の学級に在籍するLD等を含む障害のある児童
生徒に対する適切な教育的支援のための支援体制を整備す
ることを目指し，各都道府県への委嘱事業を通じ，次のよ
うな取組を進めることとしていること。また，平成17年度
においては，幼稚園及び高等学校についても，一貫した支
援体制の整備を推進するため，同様の取組を進めているこ
と」と記載した
（田部（2011）・文部科学省ホームページより筆者作成）
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その後中央教育審議会，文部科学省ともに，高等学校
での特別支援教育の重要性について触れながらも，その
ためには小中学校と義務教育段階での体制整備や指導強
化が必要とされ，高等学校での具体的な体制整備につい
ては触れられていない。
⑷　第 4期　高等学校における特別支援教育準備期
（2009～2013年）
第 4 期は具体的に高等学校における特別支援教育につ
いて動きがみられることから，「高等学校における特別
支援教育準備期」と名付けた。表 6 に見られるように，
2009年度にはモデル校が14校となっている。文部科学省
では，このモデル事業と平行し，2009年 4 月に高等学校
ワーキング・グループが組織された。同時に「平成20年
度特別支援教育体制整備状況調査」から，高等学校にお
ける発達障害のある生徒への教育支援体制の整備の遅れ
について指摘された。
一方で，「高等学校における特別支援教育の推進につ
いて　高等学校ワーキング・グループ報告」（文部科学
省（2009年 9 月））では「高等学校における発達障害支
援モデル事業における成果の事例（モデル校事業報告書）
より」としてモデル校の成果が挙げられている。成果と
表 4　特別支援教育推進期
第 2 期 特別支援教育推進期
年 報告や調査の名称 機関 具体的な文言
2005年12月
「特別支援教育を推進するための制
度の在り方について」（答申）
中央教育審
議会
「後期中等教育における特別支援教育の推進に係る諸課題に
ついて，早急な検討が必要である」と，高校の特別支援教
育について初めて言及した
2005年
研究開発学校（バイロット校）の
指定
文部科学省 2007年度からのモデル事業へ発展した
2006年 学校教育法の一部を改正 文部科学省
「視覚障害者，聴覚障害者，知的障害者，肢体不自由者又は
病弱者（身体虚弱者を含む。）に対して，幼稚園，小学校，
中学校又は高等学校に準ずる教育を施すとともに，障害に
よる学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必
要な知識技能を授けること」と規定（第71条），「盲学校，
聾学校及び養護学校を特別支援学校」と改訂し，合わせて，
「特殊学級」は「特別支援学級」へ改訂した
小中高等学校等の通常の学級に在籍するLD・ADHDの児童
生徒を通級による指導の対象とすること等により，障害の
ある児童生徒に対する教育の充実を図ることとし，付帯決
議として「小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及び
特別支援学校においては，障害のある児童生徒一人一人の
ニーズを踏まえた教育の実現に必要な教職員の確保，バリ
アフリー化の促進などの適切な学校の施設整備等，教育諸
条件の継続的な向上に努めることと記載した
教員免許状については，「特別支援学校の教員免許状の取得
促進を図るとともに，特別支援学校の教員免許状の在り方，
幼稚園，小学校，中学校及び高等学校の教員免許状におけ
る特別支援教育の扱いなどについても更に検討を進めるこ
と」と記載した
2007年 3 月
「平成18年度幼稚園，小学校，中学
校，高等学校におけるLD，ADHD，
高機能自閉症等のある幼児児童生
徒への教育支援体制整備状況調査
結果について」発表
文部科学省
「高等学校については，小中学校と比較すると，全体として
体制整備が遅れており，地域による取組の差が大きく，さ
らなる体制整備が必要」と指摘した
2007年 4 月
特別支援教育の推進について
（通知）
文部科学省
「特別支援学校においては，これまで蓄積してきた専門的な
知識や技能を生かし，地域における特別支援教育のセンター
としての機能の充実を図ること。特に，幼稚園，小学校，
中学校，高等学校及び中等教育学校の要請に応じて，発達
障害を含む障害のある幼児児童生徒のための個別の指導計
画の作成や個別の教育支援計画の策定などへの援助を含め，
その支援に努めること」と記載した
「特別支援学校において指名された特別支援教育コーディ
ネーターは，関係機関や保護者，地域の幼稚園，小学校，
中学校，高等学校，中等教育学校及び他の特別支援学校並
びに保育所等との連絡調整を行うこと」と記載した
（田部（2011）・文部科学省ホームページより筆者作成）
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して挙げられているのは以下 6 点であった。
①関係機関との連携　②専門家からの支援　
③教員意識変革・専門性向上
④対象となる生徒以外の生徒への成果　
⑤進路指導や自己理解
⑥個別の指導計画・個別の教育支援計画の作成
以上よりモデル事業は成果があったと考えられるもの
の，同報告によると，「平均すれば生徒総数の約 2 ％程
度の割合で発達障害等困難のある生徒が高等学校に在籍
している」と言及されたことからもわかるように，モデ
ル校の取組と同様の取組で十分な支援と言えるかどうか
は議論を要するだろう。その証拠に，2010年 4 月の「平
成21年度特別支援教育体制整備状況調査結果」では，前
年度とほぼ同様の「基礎的な支援体制も十分とは言えな
い」ままという指摘を受けた。
他方，2011年 1 月に大学入試センターが発達障害等困
難のある高校生に対する特別な措置を開始した。それか
ら 2 年遅れて2013年 6 月，内閣府より「障害を理由とす
る差別の解消の推進に関する法律の公布について」と通
知され，センター試験での特別配慮を高等学校へ周知し
つつ，高等学校での入学試験における対応状況について
調査を促した。
3 ．高等学校における「通級による指導」導入に向
けて～モデル校の取り組み～
以上のように，小中学校だけでなく，大学でも入学試
験時の特別配慮を開始したが，高等学校教育は具体的な
表 5　高等学校における特別支援教育推進期
第 3 期 高等学校における特別支援教育推進期
年 報告や調査の名称 機関 具体的な文言
2007年度
「高等学校等における発達障害支援
モデル事業」開始
文部科学省
「高等学校等における特別支援教育を推進するとともに，支
援の在り方に関する今度の検討に資する」ために14校をモ
デル校として指定した（2008年度までの 2 年間）
2008年 1 月
「幼稚園，小学校，中学校，高等学
校及び特別支援学校の学習指導要
領等の改善について」（答申）
中央教育審
議会
「後期中等教育段階において，障害のある生徒に対する適切
な教育や必要な支援を行うことは重要な課題であることか
ら，高等学校等における障害の状況に応じた指導の充実方
策について，更に検討する」と記述した
2008年 3 月
「平成19年度特別支援教育体制整備
状況調査結果について」発表
文部科学省
「小・中学校に比べ，幼稚園及び高等学校においては，地域
による差が大きいなどの状況があり，設置者及び学校・園
におけるさらなる推進が必要」と指摘した
2008年度
「高等学校等における発達障害支援
モデル事業」経過
文部科学省 11校をモデル校に指定した
2008年度
高校特別支援教育を重点推進研究
とした
国立特別支
援教育総合
研究所
「発達障害のある子どもの後期中等教育における支援システ
ムを考える上では，いくつかの点で小・中学校における支
援の在り方は異なった面があり，それを踏まえて検討する
必要がある」と，実態把握の実施や学びなおしの取り入れ
等の可能性を記述した（2009年度までの 2 年間）
2008年 4 月
「教育振興基本計画について―『教
育立国』の実現に向けて―」（答申）
中央教育審
議会
「幼稚園から高等学校までを通じて，発達障害を含む障害の
ある子ども一人一人の教育的ニーズを把握し適切な支援を
行うため，特に，特別支援教育支援員の配置を促すととも
に，小・中学校に在籍する障害のある児童生徒に対して『個
別の指導計画』等が作成されるよう促すなど，体制整備を
推進する」と義務教育段階での取組について示された
2008年 7 月
「特別支援教育の推進に関する調査
研究協力者会議」設置
文部科学省
「特別支援教育の実施状況を評価しつつ，特別支援教育の具
体的な推進方策について検討を行う」ため設置した
2009年 3 月 学習指導要領改訂 文部科学省
「義務教育段階の学習内容の確実な定着を図るための指導を
適宜取り入れるなど，指導の内容や指導方法を工夫するこ
と」と，取りこぼしのない指導展開を示唆した
「障害のある生徒などについては，各教科・科目等の選択，
その内容の取扱いなどについて必要な配慮を行うとともに，
特別支援学校等の助言又は援助を活用しつつ，例えば指導
についての計画又は家庭や医療，福祉，労働等の業務を行う
関係機関と連携した支援のための計画を個別に作成すること
などにより，個々の生徒の障害の状態等に応じた指導内容や
指導方法の工夫を計画的，組織的に行うこと」と記載した
（田部（2011）・文部科学省ホームページより筆者作成）
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整備体制がなかなか進まなかった。しかし文部科学省は，
2014年に「高等学校における個々の能力・才能を伸ばす
特別支援教育充実事業」を開始し，障害に応じた特別な
指導を高等学校においても実施する研究を強化した。本
事業では，「これまでの提言において指摘された内容や，
文部科学省の研究・開発事業の成果等を踏まえ，2015
年11月以降，『高等学校における通級による指導』の制
度化及び充実方策について，集中的な議論を行った」と
されている。これまで2015年11月17日に第 1 回，以来同
年12月 3 日，12月15日，12月22日，2016年 2 月16日と会
議で議論され， 3 月には募集したパブリック・コメント
を報告した。また，表 3 ～表 6 にみられるように，2005
年の研究開発校（パイロット校）以来2007年度に14校，
2008年度に11校，2009年度に14校をモデル校として指定
してきた。その後2013～2014年度と「高等学校等におけ
る発達障害のある生徒へのキャリア教育の充実」事業を
開始し， 8 校がモデル校として指定され，発達障がいの
ある生徒（可能性を含む）に対する計画的・組織的な進
路指導の研究に取り組んだ。文部科学省は2014年に「高
等学校における個々の能力・才能を伸ばす特別支援教育
モデル事業」を開始し，全国の高等学校19校が指定を受
け，2016年度までの 3 年間，障がいに応じた特別な指導
や個々の能力・才能を伸ばす指導の研究に取り組んだ。
そのうちの 1 校が千葉県立佐原高等学校であり，佐原高
等学校はモデル校指定に先駆け，県内で事前にモデル校
として指定されていた千葉県立船橋高等学校定時制の課
程での取組の見学を実施している。この 2 校の取組は定
時制の課程，全日制の課程という点でも異なるが，高等
学校における「通級による指導」を目指したモデル校の
取組として参考になるだろう。ここで 2 校の取組内容に
ついて触れておきたい。
⑴　千葉県立船橋高等学校定時制の課程
2013～2014年度と「高等学校等における発達障害のあ
る生徒へのキャリア教育の充実」事業のモデル校として
指定された千葉県立船橋高等学校定時制の課程において，
筆者は2014年度の 1 年間，就職支援コーディネーターと
してかかわった。以下，筆者も作成に関わった研究報告
書および研究発表会の資料をもとに報告する。千葉県立
船橋高等学校定時制の課程（以下，船橋高校定時制とす
る）は2013～2014年度の 2 年間，モデル校として指定を
受けた。生徒たちの背景には家庭環境や友人関係等の問
題等も多いが，発達障がいに起因すると思われる集団不
適応や学習不適応，人間関係形成不全などの問題もある
と考えられる。2013年度のデータによると，時期に違い
はあるものの，入学した生徒の約 3 分の 1 が退学してい
ることがわかった。また，2008年度から2014年度までの
データによると，入学生のうち41. 3％～61. 9％が中学校
時代に年間30日以上の長期欠席経験をもっていた。こう
したことを背景として船橋高校定時制は，多様な課題を
表 6　高等学校における特別支援教育準備期
第 4 期 高等学校における特別支援教育準備期
年 報告や調査の名称 機関 具体的な文言
2009年度
「高等学校等における発達障害支援
モデル事業」経過
文部科学省 14校をモデル校に指定した
2009年 4 月
高等学校ワーキンググループを組
織
文部科学省
特別支援教育の推進体制の整備，発達障害のある生徒への
教育支援（入学試験の配慮のあり方，生徒への指導，進路
指導）について議論した
2009年 4 月
「平成20年度特別支援教育体制整備
状況調査」
文部科学省
「幼稚園・高等学校は依然として体制整備に遅れが見られ
る」，「『校内委員会の設置』，『特別支援コーディネーターの
指名』といった基礎的な支援体制も十分とは言えない」と
指摘した
2009年 8 月
「高等学校における特別支援教育の
推進について―高等学校ワーキン
グ・グループ報告―」発表
文部科学省
「地域差や課程・学科による差異はあるものの，平均すれば
生徒総数の約 2 ％程度の割合で発達障害等困難のある生徒
が高等学校に在籍している」と言及した
2010年 4 月
「平成21年度特別支援教育体制整備
状況調査結果について」
文部科学省 前年度とほぼ同一の指摘をした
2011年 1 月
大学入試センター試験における発
達障害者への特別配慮開始
独立法人
大学入試
センター
「自閉症，アスペルガー症候群，広汎性発達障害，学習障害，
注意欠陥多動性障害のため特別な措置を必要とする者」へ
の対応として，審査に通れば「試験時間の1. 3倍延長，チェッ
ク解答，拡大文字問題冊子の配布，別室の設定，試験室入
口までの付添者の同伴」などの措置をした
2013年 6 月
障害を理由とする差別の解消の推
進に関する法律の公布について
（通知）
内閣府
「障害のある児童生徒の後期中等教育への就学を促進するた
め，個別のニーズに応じた入学試験における配慮の充実を
図る」として，高等学校での入学試験における対応状況の
調査を促し，各都道府県教育委員会に周知したセンター試
験における特別配慮を各高等学校へ周知した
（田部（2011），文部科学省ホームページより筆者作成）
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抱えている生徒が，自己肯定感を高め主体的に進路を選
択して，様々な困難を克服し自身の進路希望を実現して
いくために，将来の自立と社会参画のためのキャリア教
育の在り方に視点をあてた教育活動の充実を図った。具
体的な取組内容は大きく分けて 3 つ， 1 ）生徒へのアプ
ローチ， 2 ）教員へのアプローチ， 3 ）学校体制へのア
プローチであった。
1 ）生徒へのアプローチ
①生徒の実態把握
合格者に対しアンケートを配布し，入学前の 3 月下旬
の入学許可候補者説明会の際に提出を求めた。このアン
ケートでは，自分から相談できない，遅刻する可能性
がある，気持ちをコントロールできないと回答する例
や，そのほかに全ての項目の 3 に○をつけるような信頼
性の低い回答が見られ，これら気になる回答者は，後述
するASSESS（学校環境適応感尺度）や生徒観察で気に
なる生徒とほぼ一致した。このことから，本アンケート
は有効であったといえる。Kiss-18（菊池社会的尺度）は，
18の質問により社会的スキルをはかるもので，神戸大学
大学院の鳥居深雪先生監修のもと行われた。 1 回目の結
果から，生徒の特徴として，失敗謝罪は得意であるが，
他者依頼が苦手であることがわかった。ASSESS（学校
環境適応感尺度）は学校だけでなく，生活も含めた子ど
もの適応感をはかる尺度で，当時就職支援コーディネー
ターをしていた筆者が監修し行った。ASSESSの基本概
念として，適応の場合は客観的に見れば適応しているよ
うに見えるのに対し，適応感の場合，本人は苦痛に思っ
ている可能性があると考える性質があるととらえ，この
苦痛，SOSの度合いを測り，先生方の観察やその他のデー
タを照らし合わせることで，より的確な支援を構築して
いくことを目標としている。このアンケートの結果，支
援を必要とする生徒が最も多い項目は生活満足感であっ
た。この項目で支援の必要な生徒は学校生活，家庭生活
や成育歴の影響などから，自己肯定感が低いと言われて
いる。次に多いのは友人サポートで支援の必要な生徒で，
この項目で支援の必要な生徒は友人との関わりが薄いと
言われていた。
②生徒へのアプローチ
以上の調査結果を参考に，低学年次と高学年次に分け
て生徒へのアプローチを行った。
低学年次では，特別支援学校等の関係機関とネット
ワークを構築し，体系的なソーシャルスキルトレーニン
グ（Social Skill Training（SST））や勤労活動，職業体
験活動などを実施することにより，自己理解やキャリア
意識，自己肯定感を向上させ，ライフプランの構築が図
れるような指導を推進した。高学年次では，ハローワー
クや地域若者サポートステーション，各種上級学校等と
連携したネットワークを構築し，就職・進学など各自の
進路希望を実現するために組織的・個別的な対応を行っ
た。
2 ）教員へのアプローチ
船橋高校定時制では例年，発達障がいについて理解し，
当該生徒への合理的配慮の必要性を共通理解する取り組
みをしている。第 1 回・第 2 回の職員研修では，気にな
る生徒の理解と支援や発達障がいの疑いのある生徒への
キャリア支援について，神戸大学大学院の鳥居深雪先生
を講師に研修を実施した。第 3 回は，本年度実施した
ASSESSについて就職支援コーディネーターであった筆
者が講師として研修を実施した。第 4 回目は，継続可能
な職員研修を目指し，特別支援コーディネーターによる
伝達講習会等を実施した。その他，特別支援教育委員会
や職員会議などで，随時生徒の情報共有をし，職員の意
識を高めていった。
3 ）学校体制へのアプローチ
①ホワイトボードの設置
モデル校として指定された 1 年目に各教室へのホワイ
トボードの設置をし， 1 日の時程表と連絡事項を確認で
きるようにした。授業においては。板書できるスペース
が広くなったことから，黒板内に連絡事項含め数多くの
情報が混在するという状況から抜け出すことができた。
その有効性について職員に対し面接，生徒に対しアン
ケート調査をおこなった結果，発達障がいをもつと考え
られる生徒の中には，設置以前は黒板が理解しにくいと
感じている生徒もいたという実態がわかり，本校では有
効なツールと考えられた。
②中学校からの聞き取りシート・就労振り返りシートの
実施
中学校からの聞き取りシートは，新潟県の堀之内高校
の実践を参考に作成した。就労振り返りシートについて
は，昨年度課題としていたアルバイトの単位化から引き
続き年間優秀勤労学生賞へ向けたものである。前述のと
おり，本校生徒の 8 割近くは就労しているため，学業と
就労の両立と就労による成長を評価しキャリア教育へつ
なげたいと考えた。
③ユニバーサルデザインの視点
2 年目の新たな取り組みは，板書の色使いに関する基
準，着任職員へのお願いシートの 2 つの作成および配付
であった。これらは，2 年間の実践研究の中で，ユニバー
サルデザインの視点が大切と考え作成した。
④就職支援コーディネーターの配置
就職支援コーディネーターの配置を行った。当初は企
業開拓のための配置ということであったが，実践のなか
で，様々な領域に活用が可能ということがわかってきた。
具体的には，在校生の就職支援として，就職を目前に控
えた 3 ・ 4 年次に向けてアナウンスし，困っている生徒
については任意で個別面談を行い支援した。中には，発
達障がいの可能性が考えられる生徒をハローワークに引
率し，つないだ事例もあった。卒業生の支援については，
勤務先を訪問し情報交換を行ったり，離職した生徒の支
援をしたりした。学校体制としても，卒業後 1 年以内の
生徒は支援していきたいと考えた。
⑤支援マップ・みらいのための応援カード・サポートカー
ドの作成
どういうことで困ったときにどの機関に連絡をすれば
良いか一目でわかるようなマップを作成した。特別な支
援を要する生徒を対象にしたものは職員用，特別な支援
に特化しない支援マップを生徒，保護者用として別途作
成した。みらいのための応援カードは卒業生に配布する
もので，ハローワーク船橋と連携し就労に関して困った
ときにどこへ相談すれば良いかをまとめたものであった。
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サポートカードは中途退学生徒に配布するもので，みら
いのための応援カードと同様，困ったときにどこへ相談
すれば良いかをまとめたものであった。
⑵　千葉県立佐原高等学校
千葉県立佐原高等学校（以下，佐原高校とする）の取
組については，文部科学省のホームページに記載されて
いる「研究開発実施報告書（要約）」およびリクルートホー
ルディングスより発行されている「Career Guidance 
Vol.417」を参考にした。佐原高校は普通科・理数科を
もち，生徒が1,000人近く在籍する大規模校で，卒業生
の多くは大学へ進学するいわゆる進学校である。具体的
な取組内容は対象生徒の違いという観点から大きく分け
て 2 つ， 1 ）肢体不自由の生徒・発達障がい（疑いを含
む）等のある生徒を対象にしたもの， 2 ）障がいの有無
にかかわらず希望者を対象にしたものであった。
1 ）肢体不自由の生徒を対象にしたもの
教育課程の特例を適用し，「自立活動」を設置した。
肢体不自由の生徒については，週 1 時間，体育の時間
のうち 1 時間を自立活動として，「身体各部位の弛め」，
「姿勢づくり」，「選択種目の基礎練習など」という内容
で「身体の動き」に関する内容の授業が行われた。
2 ）発達障がい（疑いを含む）等のある生徒を対象にし
たもの
発達障がい（疑いを含む）等のある生徒については，
週 1 時間，選択教科として「自己コントロール」，「スキ
ルトレーニング」，「自己・他者理解など」という内容で
「人間関係形成」等に関する内容の授業が行われた。各
年度，全学年で 2 ～ 4 人が受講したという。
3 ）その他
①中学校との連携
高等学校入学試験が終わった 3 月に入学候補者のいる
ほぼすべての中学校へ管理職や学年主任，特別支援教育
担当教員が出向き，個々の生徒に関する情報を収集した。
障がい面やコミュニケーション能力面での配慮事項など
について聴取し，クラス編成や担任の生徒理解に役立て
た。
②学校設定強化・科目「心理学」の設置
特別支援教育担当教員を含む 2 人の教員が担当し，学
年横断で放課後に実施した。 3 学年については選択教科
に位置づけて履修可能だったという。内容は佐原高校の
オリジナルで，心理学の基礎知識の講義から，ペア学習
やグループ学習などを通し心理学に特化した講義が行わ
れた。
4 ．ま と め
高等学校における「通級による指導」導入に向けて，
以上のような取組がなされてきた。紹介したモデル校で
の取組は中途退学者の多い定時制高等学校と，進学者の
多い全日制高等学校といった正反対の高等学校の取組で
あったが，双方に共通しているのは中学校との連携に力
を入れている点と，人間関係形成に向けたトレーニング
を実施している点であった。一方で，最大の目的であ
る「通級による指導」に関連したものについては，佐原
高校の対象者を限定した「自立活動」の授業が参考にな
るが，船橋高校定時制では生徒全体へのユニバーサルデ
ザインが強調され，「通級による指導」とは異なってい
た。このことから，進学者の多い全日制高等学校では特
別な支援を要する生徒が限定されるが，定時制高等学校
をはじめとする中途退学者の多い高等学校では生徒全体
への特別な支援が必要とされるとも考えられよう。この
ような取組をもとに，2018年度施行される「通級による
指導」への動きに注目していきたい。
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